別添２：打合簿事例（PCR検査と現地一時隔離）· 契約金額内訳書に計上された経費については、別途打合簿での合意は不要です。
· 本打合簿事例の雛型の範囲内であれば２者、範囲を超える場合は3者（契約第一課を追加）で合意すること。

打　合　簿
承認日２０２○年○○月○○日
監督職員　　　国際　太郎　㊞　
業務主任者　　協力　一郎　㊞　
調達管理番号　******
案件名　◇◇◇◇◇国△△△△△△△△△△△△プロジェクト

	打合項目
	打合内容及び結果

	１．◇◇◇◇◇国入国に際してのPCR検査及び一時隔離への対応について

	監督職員と業務主任者は、◇◇◇◇◇国入国に際してのPCR検査及び一時隔離への対応について、以下のとおり協議、合意した。

１．PCR検査関連経費
PCR検査関連経費を発注者が負担する。

２．現状、◇◇◇◇◇国入国に際しては、同国の法令に基づき、入国後１４日間の隔離を求められていることを踏まえ、発注者として、現地一時隔離期間の「日当・宿泊料」及び「直接人件費相当額の待機費用」を負担する。

３．上記２．の直接人件費相当額の待機費用の月額単価（税抜）を以下のとおり確認する。

(「直接人件費」が報酬額に含められている契約)
・契約書にて合意している報酬額（月額単価）を「３．０８」で除した額とする。

(業務原価に「直接人件費」が規定されている契約)(以下は2019年度単価のケース)
（１）１号：１，２７０，０００円
（２）２号：１，０７６，０００円
（３）３号：　　９５０，０００円
（４）４号：　　７８２，０００円
（５）５号：　　６４０，０００円

４．業務主任者は、2023年9月末までに、のべ２０回の渡航が計画されていることを報告し、監督職員はこれを確認した。今後、契約変更がある場合は、必要な経費を変更契約に含めるものとする。

５．精算に当たっての現地一時隔離期間は、現地入国後１４日間を上限とした「実績」とする。

(総合評価落札の場合)
６．「契約書第●条　本契約においては、約款第15条第1項に基づき受注者が請求できる金額は次の各号の通り確定する。(1)直接経費のうち、航空賃及び現地関連費」に記載の「現地業務人月(人日)」とは別に現地一時隔離期間の日当・宿泊費を精算対象とする。
以上



	【留意事項】(打合簿作成時は削除ください)
· 「現地一時隔離期間」についての最終実績は、当初の想定と異なる場合もあると想定し、最終的な関係経費の支払については、当初合意日数（本事例の場合１４日間としていますが国により日数やカウントのしかたが異なる可能性がありますので、国ごとに必要日数をご確認ください）を上限とした実績に基づくものとします。
· 本件打合簿では、当該国への入国に際し、法令等に基づき一時隔離があるのか、その場合の隔離期間について、最低限合意しておいてください。
· 同様に、隔離施設までの公共交通機関の使用制限がある場合は、その点も明記・合意しておいてください。














· 契約金額内訳書に計上された経費については、別途打合簿での合意は不要です。
· 本打合簿事例の雛型の範囲内であれば２者、範囲を超える場合は3者（契約第一課を追加）で合意すること。

別添３：打合簿事例（本邦帰国時一時隔離）
(本打合簿を別添１の現地一時隔離と統合することも可です)
打　合　簿
承認日２０２○年○○月○○日
監督職員　　　国際　太郎　㊞　
業務主任者　　協力　一郎　㊞　
調達管理番号　******
案件名　◇◇◇◇◇国△△△△△△△△△△△△プロジェクト

	打合項目
	打合内容及び結果

	１．◇◇◇◇◇国からの帰国に際しての一時隔離への対応について

	監督職員と業務主任者は、◇◇◇◇◇国渡航にかかる帰国時の本邦における一時隔離への対応について、以下のとおり協議、合意した。

1． ◇◇◇◇◇国から本邦への帰国者に対する日本政府の水際対策に基づき、本邦到着後に義務付けられている隔離に必要な費用について、以下を精算対象とする。
　　本邦帰国時一時隔離期間の「日当・宿泊料」 (隔離期間中に自宅等に滞在できず、ホテル等での滞在が必要な場合。水際対策で義務付けられている日数を上限(定額単価計上))
なお、期間証明として①宿泊施設の領収書、②日本政府の水際対策の参考資料（入国時に受領する健康カード及び最新の検疫所からのお知らせ等）、を添付することとする。

2． 2023年9月末までの渡航を●回予定しているため、今後、契約変更がある場合は、必要な経費を変更契約に含めるものとする。

以上





· 契約金額内訳書に計上された経費については、別途打合簿での合意は不要です。
· 本打合簿事例の雛型の範囲内であれば２者、範囲を超える場合は3者（契約第一課を追加）で合意すること。



別添４：打合簿事例（本邦での新型コロナウィルスワクチン接種のための渡航内容変更）
打　合　簿
承認日２０２○年○○月○○日
監督職員　　　国際　太郎　㊞　
業務主任者　　協力　一郎　㊞　

調達管理番号　******
案件名　◇◇◇◇◇国△△△△△△△△△△△△プロジェクト

	打合項目
	打合内容及び結果

	１．◇◇◇◇◇国から本邦での新型コロナウィルスワクチン接種のための帰国について

	監督職員と業務主任者は、本邦での新型コロナウィルスワクチン接種を目的として、渡航計画を変更することについて、以下のとおり協議、合意した。


(現地渡航中の業務従事者の業務期間を変更して帰国する場合)
　1．業務期間を変更する業務従事者と変更後日程(変更前日程)
· ◎◎◆◆(業務主任)：2021年3月20日～4月15日(27日間)(変更前：2021年3月20日～5月13日(55日間))
· □□▼▼(ジェンダー)：2021年3月24日～4月17日(25日間)(変更前：2021年3月24日～4月28日(36日間))

2．本変更に伴い増額される経費
· ◎◎◆◆(業務主任)：航空賃、14日間の帰国時一時隔離経費、空港から隔離施設までの交通費、再渡航のためのPCR検査費用、再渡航時の現地一時隔離経費、交通費等。(変更により短縮された28日間を次の現地業務の前に実施することから、渡航回数が増加するため)
· □□▼▼(ジェンダー)：航空賃(変更手数料)のみ。変更により短縮された11日間を次の現地業務と合わせて実施するため渡航回数増加はない。

3．上記の経費を変更契約に含めるものとする。
以上

別添：業務従事者の従事計画／実績表（渡航計画変更後）




· 本打合簿事例の雛型の範囲内であれば２者、範囲を超える場合は3者（契約第一課を追加）で合意すること。



別添５：打合簿事例（現地での別契約アサインの経費分担）
打　合　簿
承認日２０２○年○月○○日
△△△△△△プロジェクト
監督職員　　　　国際　太郎　㊞　
業務主任者　　　協力　一郎　㊞　

●●●●情報収集確認調査（QCBS）
監督職員　　　　国際　花子　㊞
業務主任者　　　協力　次郎　㊞　

調達管理番号　******
案件名　◇◇◇◇◇◇◇◇国△△△△△△△△△△△△プロジェクト
調達管理番号　******
案件名　△△△△△△国●●●●●●●●情報収集・確認調査（QCBS）

	打合項目
	打合内容及び結果

	１．ジェンダー担当業務従事者の◇◇◇◇◇国滞在期間における別契約業務従事に係る経費分担について

	△△△△△△プロジェクトの監督職員と業務主任者、及び●●●●情報収集確認調査の監督職員と業務主任者は、△△△△△△プロジェクト・ジェンダー担当の◎◎◆◆にかかる◇◇◇◇◇国滞在期間の業務従事実績及び「日当・宿泊料」と「報酬」の契約ごとの負担区分について、以下のとおり確認した。

△△△△△△プロジェクト・ジェンダー担当の◎◎◆◆は、◇◇◇◇◇国滞在中に、遠隔で●●●●情報収集確認調査の業務に従事し、滞在期間及び旅費の分担は以下のとおり。

1. ◇◇◇◇◇国滞在期間（実績）：
2021年4月12日～同年6月30日（計80日）

2. 旅費等の分担
	案
件名
	△△△△△プロジェクト
	●●●●情報収集確認調査（QCBS）

	業務地
	インド（ニューデリー）
	インド（ムンバイ）

	従事期間
	2020/4/12～2021/4/30
2021/5/21~2021/6/30
（計60日）
2人月
	2021/5/1~2021/5/20
（計20日）
0.66人月

	航空賃
	往復負担

	―

	日当※
	2020/4/12～2021/4/30
2021/5/21~2021/6/30
（計60日）　
	2021/5/1~2021/5/20
（計20日）

	宿泊料※
	2020/4/13～2021/4/30
2021/5/21~2021/6/29
（計58泊分）　
	2021/5/1~2021/5/20
（計20日）

	国内旅費
	計上なし

	計上なし

	戦争特約
保険料
	計上なし
	計上なし


※渡航開始日から滞在日数30日30泊（2020/4/12-2021/5/11）は日当・宿泊料単価の100%とし、30日を超えて60日までの30日30泊（2021/5/12～2021/6/10）は同単価の90%、60日を超える期間（2021/6/11～2021/6/30）は同単価の80%で精算する。
以上

【別添】現地での別アサインの計画にかかる打合簿【留意事項】
· 本件打合簿は、「実績の確認」として、派遣終了後に作成ください。





· 本打合簿事例の雛型の範囲内であれば２者、範囲を超える場合は3者（契約第一課を追加）で合意すること。

別添６：打合簿事例（関係者の感染の対応）
打　合　簿
承認日２０２○年○月○○日
△△△△△△プロジェクト
監督職員　　　　国際　太郎　㊞　
業務主任者　　　協力　一郎　㊞　

調達管理番号　******
案件名　◇◇◇◇国△△△△△△△△プロジェクト

	打合項目
	打合内容及び結果

	１．プロジェクト関係者の新型コロナウィルス感染症罹患への対応について
 

	監督職員と業務主任者は、プロジェクト関係者の新型コロナウィルス感染症（COVID-19）罹患への対応にあたり、以下の内容について報告、協議、合意した。

1．〇〇〇〇氏（業務主任者／輸出振興）の現地業務期間の延長
　プロジェクトで雇用している現地傭人がCOVID-19の症状があったため、XX月XX日に、同人と濃厚接触のあった〇〇〇〇氏、●●●●氏（商品開発）、別の現地傭人、レンタカー運転手２名、通訳がPCR検査を受けたところ、翌日に同人と〇〇〇〇氏のみ、陽性が確認された。XX月XX日に医師の診断を受け、再度陽性が確認された。
　〇〇〇〇氏に発熱、咳、血中酸素濃度低下といったCOVID-19の症状はなく、体調に問題はなかったため、ホテル自室にてリモート業務を行った。現地業務は当初、XX月XX日（XX月XX日当地出国）までと計画していたが、出国便搭乗に際してPCR検査の陰性結果を提示する必要があり、検査結果の陰転化を待ったため、現地業務をXX月XX日（XX月XX日当地出国）まで、10日間延長した。

2．〇〇〇〇氏の現地業務期間の延長により生じる経費の精算
（1）報酬（もしくは待機費用）
　【オプション１】国内業務分を振り替えて現地で業務を行った場合
例：●日分の国内業務を現地業務に振り替え、報酬を支払う。
【オプション２】振替が可能な業務がない場合
待機期間に要した直接人件費を待機費用として計上する。

（2）日当、宿泊
	※考え方：保険会社の支払い対象とならない部分について、JICAとの契約において精算対象とすることを検討します。具体的な費目とともにご相談ください。
例：保険会社から宿泊代の実費が補填されるため、本業務において延長期間分の日当（4,500円×10日＝45,000円）を精算対象とする。


　
（3）航空賃
　復路便の変更手数料（5,500円）を精算対象とする。

以上





